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第１５号議案 

 

 

 

芦屋市保健センターの管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 芦屋市保健センターの管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定め

る。 

 

 

令和２年２月１８日提出 

 

 

 

                        芦屋市長 伊 藤  舞 

 

 

 

 

提案理由 

 

 母子保健法の一部改正を踏まえ，新たに実施する産後ケア事業の利用料を定めるた

め，この条例を制定しようとするもの。



 

 

 

芦屋市条例第  号 

 

 

   芦屋市保健センターの管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 芦屋市保健センターの管理に関する条例（昭和４５年芦屋市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と，改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については，次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは，当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは，当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。 

 

   

改正後 改正前 

 （使用料等） 

第５条 保健センターの使用者は，診療報酬の算定方法（平成２

０年厚生労働省告示第５９号。以下「診療報酬算定方法」とい

う。）別表第１医科診療報酬点数表により算定した額の範囲内

で，別表第１に定める使用料を納付しなければならない。 

２ （略） 

３ 母子保健法第１７条の２に規定する産後ケア事業を利用しよう

とする者は，別表第２に定める利用料を納付しなればならない。

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

別表第１（第５条関係） 

（略） 
 

（使用料及び手数料） 

第５条 保健センターの使用者は，診療報酬の算定方法（平成２

０年厚生労働省告示第５９号。以下「診療報酬算定方法」とい

う。）別表第１医科診療報酬点数表により算定した額の範囲内

で，別表に定める使用料を納付しなければならない。 

２ （略） 

 

 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

別表（第５条関係） 

（略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 
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改正後 改正前 
別表第２（第５条関係） 

区分 単位 利用料 
産後ケア（通所型）  

生活保護世帯 １日 １，０００円

市民税非課税世帯 
夫と妻の合算所得が７３０万円以上の

世帯 
上記以外の世帯 

１日 
 
１日 
１日 

２，５００円

１０，５００円

６，５００円

産後ケア（宿泊型） 
生活保護世帯 
市民税非課税世帯 
夫と妻の合算所得が７３０万円以上の

世帯 
上記以外の世帯 

 
１日 
１日 
 
１日 
１日 

１，５００円

３，０００円

１１，０００円

７，０００円
 

備考 
１ 多胎の場合の利用料は，乳児１人につき，通所型は５００ 

円，宿泊型は１，５００円を加算した額とする。 
２ 夫と妻の所得の額の計算方法については，児童手当法施行 

令第３条に定めるところによる。 
 

附 則 

 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 
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 参 照 

 

 

芦屋市保健センターの管理に関する条例の一部改正要綱 

 

１ 改正の趣旨 

  母子保健法の一部改正を踏まえ，新たに実施する産後ケア事業の利用料を定める

ため，この条例を制定しようとするもの。 

 

２ 改正の内容 

出産を終えた退院直後の母子に対する心身のケアや育児のサポート等を行うた

めの産後ケア事業を実施するにあたり，事業を利用しようとする者が負担する利用

料を次のとおり定める。（第５条及び別表第２関係） 
 

 
※ 多胎の場合の利用料は，乳児１人につき，通所型は５００円，宿泊型は１，５００円

を加算した額とする。 

※ 夫と妻の所得の額の計算方法については，児童手当法施行令第３条に定めるところ

による。 

（参考）児童手当法施行令第３条に定める所得とは 

市町村民税に係る総所得金額，退職所得金額，山林所得金額，土地等に係る

事業所得等の金額，長期譲渡所得の金額，短期譲渡所得の金額及び先物取引に

係る雑所得等の金額等の合計額から８万円を控除し，さらに市町村民税につい

て一定の控除を受けた場合には，その控除の種類（雑損控除，医療費控除，小

規模企業共済等掛金控除，障害者控除，寡婦（夫）控除及び勤労学生控除）に

応じ定められた額をそれぞれ控除し，算出した額 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

所得区分 単位
利用料 

通所型 宿泊型 

生活保護世帯 

市民税非課税世帯 

夫と妻の合算所得が７３０万円以上の世帯 

上記以外の世帯 

１日

１日

１日

１日

１， ０００円

２， ５００円

１０，５００円

６，５００円

１， ５００円

３， ０００円

１１，０００円

７，０００円



 

15-5 

第１５号議案説明資料 

 

 


